
   
 

令 和 ２ 年 ５ 月 ２ ９ 日 
水管理・国土保全局砂防部砂防計画課 

土砂災害のリスク情報の見える化に向けて前進！ 
～土砂災害警戒区域に関する基礎調査の実施目標を達成～ 

 
 

 
１．基礎調査について 
○土砂災害防止法に基づく基礎調査については、平成２６年８月の広島県の土砂災害を受け、これ

までに確認されている土砂災害のおそれのある箇所について、おおむね５年程度で一通り完了さ
せることを目標として調査を進めてきました。この度、土砂災害警戒区域にかかる基礎調査が目
標通り令和元年度末までに完了しました（完了箇所数：６７１，９２１箇所、別紙参照）（※）。基
礎調査の結果については各都道府県において公表されています。公表方法は各都道府県の HP 等
をご確認ください。 

各都道府県の問い合わせ先 https://www.mlit.go.jp/common/001331190.pdf 
○土砂災害警戒区域等の基礎調査は、土砂災害警戒区域等の指定のために、都道府県が土砂災害の

おそれのある区域の地形や土地利用状況等を調査するものです。 
○土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等では、ハザードマップの作成などの警戒避難体制の

整備や一定の開発行為の制限などの土砂災害防止対策が推進されます。 
（※）一定の開発行為の制限などが課せられる土砂災害特別警戒区域の基礎調査については本年中の完了を予定して

いる県があります。 

 
２．今後の取り組み 
○今後、速やかに区域の指定ができるよう、国土交通省では、引き続き都道府県に対する支援を実

施してまいります。 
○また、社会資本整備審議会から答申のあった、高精度な地形図を用いた土砂災害警戒区域の抽出

精度の向上及び更なるリスク情報の整備を目指し、都道府県に対する支援を実施してまいります。 
 

＜基礎調査完了区域数の推移（直近 7 カ年）＞ 

 
                       

 

ハザードマップの整備など警戒避難体制づくりの基礎情報となる土砂災
害警戒区域に関して、これまでに確認されている箇所すべての基礎調査が
目標通り完了し、約６７万箇所のリスク情報が明らかとなりました。 

問い合わせ先 
国土交通省水管理・国土保全局 ０３－５２５３－８１１１（代表） 

砂防部砂防計画課    ０３－５２５３－８４６７（直通） 
            ０３－５２５３－１６１０（ＦＡＸ） 

        課長補佐    今森 直紀  （内線３６－１４２） 
      根岸 秀一郎 （内線３６－１３４） 
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